別記　第１号様式記載例

令和　〇年　〇月　〇日
新潟県知事　〇〇　〇〇　様

申請者
	住所
	〒950-8570

	事業者名
	株式会社中小事業者脱炭素経営支援

	代表者名
	代表取締役　脱炭素　太郎




[bookmark: _Hlk194497191]新潟県中小事業者脱炭素経営支援事業補助金交付申請書

標記の補助金に係る事業を下記のとおり行いたいので、新潟県中小事業者脱炭素経営支援事業補助金交付要綱（以下「要綱」という）第５条の規定により補助金の交付を申請します。

記

[bookmark: _Hlk112784817]１　補助金申請額　　　　　金　　　　  300,000円

２　添付書類
[bookmark: _Hlk194858403]（１）事業計画書（別紙）
（２）補助対象経費に係る見積書等の写し（補助対象ごとの内訳が分かるもの）





別紙
新潟県中小事業者脱炭素経営支援事業補助金
事業計画書

１　申請者の概要
	申請者名
（法人名）
	株式会社中小事業者脱炭素経営支援

	代表者名
	（役職）
	（氏名）

	
	代表取締役　〇〇
	脱炭素　太郎

	事業所所在地
(複数ある場合
　はすべて)
	〒950-8570
新潟市中央区新光町4番地1

	業種
	(日本標準産業分類の大分類)
	(日本標準産業分類の中分類)

	
	製造業
	金属製品製造業

	主な事業内容
	精密板金加工

	資本金の額
	10,000千円

	常時使用する
従業員数
	〇〇人（うち、パート等　〇〇人）（交付申請時点）

	担当者
連絡先
	所属
	カーボンゼロ推進室

	
	氏名
	脱炭素　一郎

	
	TEL
	025-280-5642

	
	FAX
	025-280-5642

	
	E-mail
	○○○○@△△


[bookmark: _Hlk194858702]
２　補助事業の内容
	目的、背景
	持続的な成長には、中長期的な脱炭素営が急務となっていることから、本補助金を活用して、SBT認定を取得し、CO₂排出量の削減に取り組む。

	概要
	コンサルタントの支援を受け、自社のCO₂排出量等の算定を実施し、中長期的な目標設定を行う。
また、具体的な削減計画を立てる。

	見込まれる
効果
	・継続的な削減目標の設定
・前年比〇％のCO₂削減
・電力使用量を年間○○％削減、CO₂排出量を○○t削減見込み　等

	スケジュール
	2026年8月：コンサルタント契約締結・ヒアリング
2026年8月～：CO₂排出量算定・削減目標策定
2026年10月：SBTiへの認定申請
2026年11月：審査対応・追加提出
～2027年1月：認定取得・実績報告



３　委託事業者の概要
	①委託(予定)事業者名称
	株式会社　だつたんそコンサルティング
	□認定支援機関
☑ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等

	事業所所在地
	〒〇〇〇-〇〇〇〇
〇〇県〇〇市・・・

	担当者
連絡先
	脱炭素　花子　
TEL　025-285-5511　　E-mail　○○○○@△△

	②委託(予定)事業者名称
	複数あれば記載
	□認定支援機関
□ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等

	事業所所在地
	〒


	担当者
連絡先
	
TEL　　　　　　　　　E-mail　


※コンサルタント等については、環境経営について専門的な知識を有する事業者であることを示す書類（過去の実績等）を添付すること

４　補助対象経費の内訳
	区分
	補助対象経費
	補助金の額
	備考

	業務委託費用
	800,000円
	250,000円
	

	申請費用及び
海外送金手数料
	186,250円
	50,000円
	申請費用：USD 1,250
（149円/USD換算）

	その他
（　　　　　）
	円
	円
	

	合計
	986,250円
	300,000円
	



５　確認事項
	確認事項
	確認欄

	申請者は、中小企業向けSBT認定の対象となる要件を満たしている。
	〇

	申請者は、要綱第３条第１項（１）から（７）までのいずれにも該当しない。
	〇

	補助対象経費は、県の他の制度又は国、市町村その他の機関の制度により補助金の交付を受けておらず、また、受ける予定はない。
	〇

	申請者は、交付決定を受けた場合、要綱第13条で定める実績報告の締切日までに、新潟県エコ事業所表彰制度実施要綱第４条第１項第２号に基づく登録を受ける。ただし、すでに登録済みの場合は、この限りではない。
	〇

	申請者は、交付決定を受け、補助事業を実施した場合、要綱第17条で示す事項（県よる事例紹介等）に協力する。
	〇


確認事項に間違いがない、又は同意する場合に確認欄に「〇」を記入
